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中間連結貸借対照表中間連結貸借対照表中間連結貸借対照表中間連結貸借対照表    

（単位：百万円）

期　　別
平成22年度末

要約連結貸借対照表
（平成23年3月31日現在）

平成23年度
中間連結会計期間末

（平成23年9月30日現在）

科    目 金　　額 金　　額

185,962 215,595

65,000 86,000

14,405 7,762

231,434 132,793

2,200 2,170

9,190,404 9,116,880

547,577 557,904

105,322 186,630

129,044 126,877

24 -                                           

9,121 6,850

206,907 250,711

162,598 163,742

△△△△  1,862 △△△△  1,716

10,848,142 10,852,200

9,968,961 10,007,882

72,795 65,106

9,845,685 9,899,868

50,480 42,907

17,943 13,791

480,887 413,213

86,994 88,477

2,339 1,533

29,070 29,506

29,070 29,506

10,586,195 10,554,405

47,105 47,105

96,334 96,334

84,200 95,432

227,640 238,871

10,916 △△△△  2,872

25,765 29,713

△△△△  2,375 △△△△  2,375

34,307 24,466

-                                           34,457

261,947 297,795

10,848,142 10,852,200

少少少少 数数数数 株株株株 主主主主 持持持持 分分分分

代代代代 理理理理 店店店店 貸貸貸貸

繰繰繰繰 延延延延 ヘヘヘヘ ッッッッ ジジジジ 損損損損 益益益益

そそそそ のののの 他他他他 のののの 包包包包 括括括括 利利利利 益益益益 累累累累 計計計計 額額額額 合合合合計計計計

資資資資 本本本本 金金金金

退退退退 職職職職 給給給給 付付付付 引引引引 当当当当 金金金金

役役役役 員員員員 退退退退 職職職職 慰慰慰慰 労労労労 引引引引 当当当当 金金金金

支 払 備 金

責 任 準 備 金

契 約 者 配 当 準 備 金

再再再再 保保保保 険険険険 借借借借

そそそそ のののの 他他他他 負負負負 債債債債

繰繰繰繰 延延延延 税税税税 金金金金 資資資資 産産産産

純純純純 資資資資 産産産産 のののの 部部部部 合合合合 計計計計

負負負負 債債債債 及及及及 びびびび 純純純純 資資資資 産産産産 のののの 部部部部 合合合合 計計計計

債債債債 券券券券 貸貸貸貸 借借借借 取取取取 引引引引 支支支支 払払払払 保保保保 証証証証 金金金金

金金金金 銭銭銭銭 のののの 信信信信 託託託託

土土土土 地地地地 再再再再 評評評評 価価価価 差差差差 額額額額 金金金金

資資資資 本本本本 剰剰剰剰 余余余余 金金金金

利利利利 益益益益 剰剰剰剰 余余余余 金金金金

株株株株 主主主主 資資資資 本本本本 合合合合 計計計計

そそそそ のののの 他他他他 有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 評評評評 価価価価 差差差差 額額額額 金金金金

特特特特 別別別別 法法法法 上上上上 のののの 準準準準 備備備備 金金金金

価 格 変 動 準 備 金

負負負負 債債債債 のののの 部部部部 合合合合 計計計計

（（（（純資産純資産純資産純資産のののの部部部部））））

資資資資 産産産産 のののの 部部部部 合合合合 計計計計

((((負債負債負債負債のののの部部部部））））

保保保保 険険険険 契契契契 約約約約 準準準準 備備備備 金金金金

そそそそ のののの 他他他他 資資資資 産産産産

再再再再 保保保保 険険険険 貸貸貸貸

貸貸貸貸 付付付付 金金金金

有有有有 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産

有有有有 価価価価 証証証証 券券券券

貸貸貸貸 倒倒倒倒 引引引引 当当当当 金金金金

（（（（資産資産資産資産のののの部部部部））））

現現現現 金金金金 及及及及 びびびび 預預預預 貯貯貯貯 金金金金

ココココ ーーーー ルルルル ロロロロ ーーーー ンンンン

買買買買 入入入入 金金金金 銭銭銭銭 債債債債 権権権権

無無無無 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産
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中間連結損益計算書中間連結損益計算書中間連結損益計算書中間連結損益計算書    

（単位：百万円）

期　　別 平成22年度 中間連結会計期間

平成22年4月1日から 平成23年4月1日から

科　　目 平成22年9月30日まで 平成23年9月30日まで

金　　額 金　　額

661,171 1,060,125
549,933 880,232
106,002 163,059
89,807 143,845
2,659 7,344

1,766 3,450
10,427 6,985

-                                             1,246
1,341 186

5,234 16,833
622,723 1,027,318
301,881 584,040
81,706 120,754

23,087 61,799
22,954 73,908

117,052 195,573
993 28

493 59,467
55,594 72,508

146,889 54,247
234 -                                       

146,596 54,182

58 64

81,530 220,059
820 4,240

-                                             8

907 4,205
4,308 7,372

55 67
63,301 186,903

138 -                                       
0 0

953 1,443
3,389 5,565

7,656 10,252

82,077 151,534
10,343 17,436
38,447 32,806
2,527 870

6 77
2,520 793
8,205 5,179

270 257
15 628

7,308 436
610 3,855

3,887 5,092
28,882 23,405
9,408 8,919
2,305 2,447

11,714 11,366
17,168 12,038

-                                             807

17,168 11,231中中中中 間間間間 純純純純 利利利利 益益益益

少少少少 数数数数 株株株株 主主主主 損損損損 益益益益 調調調調 整整整整 前前前前 中中中中 間間間間 純純純純 利利利利 益益益益
少少少少 数数数数 株株株株 主主主主 利利利利 益益益益

平成23年度 中間連結会計期間

法法法法 人人人人 税税税税 及及及及 びびびび 住住住住 民民民民 税税税税 等等等等
法法法法 人人人人 税税税税 等等等等 調調調調 整整整整 額額額額
法法法法 人人人人 税税税税 等等等等 合合合合 計計計計

そそそそ のののの 他他他他 特特特特 別別別別 損損損損 失失失失
契契契契 約約約約 者者者者 配配配配 当当当当 準準準準 備備備備 金金金金 繰繰繰繰 入入入入 額額額額
税税税税 金金金金 等等等等 調調調調 整整整整 前前前前 中中中中 間間間間 純純純純 利利利利 益益益益

減減減減 損損損損 損損損損 失失失失
価価価価 格格格格 変変変変 動動動動 準準準準 備備備備 金金金金 繰繰繰繰 入入入入 額額額額

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 損

そそそそ のののの 他他他他 特特特特 別別別別 利利利利 益益益益
特    別    損    失特    別    損    失特    別    損    失特    別    損    失

固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 等等等等 処処処処 分分分分 損損損損

特 別 勘 定 資 産 運 用 損

特    別    利    益特    別    利    益特    別    利    益特    別    利    益

固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 等等等等 処処処処 分分分分 益益益益

経    常    利    益経    常    利    益経    常    利    益経    常    利    益

貸 付 金 償 却

事事事事 業業業業 費費費費
そそそそ のののの 他他他他 経経経経 常常常常 費費費費 用用用用

賃 貸 用 不 動 産 等 減 価 償 却 費
そ の 他 運 用 費 用

為 替 差 損
貸 倒 引 当 金 繰 入 額

有 価 証 券 売 却 損
有 価 証 券 評 価 損
有 価 証 券 償 還 損

契 約 者 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額
資資資資 産産産産 運運運運 用用用用 費費費費 用用用用

支 払 利 息

責責責責 任任任任 準準準準 備備備備 金金金金 等等等等 繰繰繰繰 入入入入 額額額額
支 払 備 金 繰 入 額
責 任 準 備 金 繰 入 額

再 保 険 払 戻 金
そ の 他 返 戻 金
再 保 険 料

年 金
給 付 金
解 約 返 戻 金

そそそそ のののの 他他他他 経経経経 常常常常 収収収収 益益益益

保保保保 険険険険 金金金金 等等等等 支支支支 払払払払 金金金金
保 険 金

金 融 派 生 商 品 収 益

経    常    費    用経    常    費    用経    常    費    用経    常    費    用

そ の 他 運 用 収 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 額

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入
有 価 証 券 売 却 益
有 価 証 券 償 還 益

経    常    収    益経    常    収    益経    常    収    益経    常    収    益

保保保保 険険険険 料料料料 等等等等 収収収収 入入入入
資資資資 産産産産 運運運運 用用用用 収収収収 益益益益
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注記事項注記事項注記事項注記事項    

((((中間連結財務諸表中間連結財務諸表中間連結財務諸表中間連結財務諸表のののの作成方針作成方針作成方針作成方針))))    

平成２３年度中間連結会計期間 

 

1. 連結の範囲に関する事項 

連結される子会社及び子法人等数  ８社 

連結される子会社及び子法人等は、プルデンシャル生命保険株式会社、ジブラルタ生命保険株式会社、プルデンシ

ャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社、AIG エジソン生命保険株式会社、エイアイジー・スター生命保険

株式会社、ファイナンシャル・アシュアランス・ジャパン株式会社、ロックウッド・ベンチャー・ワン・エルエルシー（日本支

店）を営業者とする匿名組合及びプルデンシャル・モーゲージ・アセット・ホールディングス・ワン・ジャパン投資事業有限

責任組合であります。 

主要な非連結の子会社及び子法人等は、株式会社エイアイジービジネスサービス、株式会社キャピタルシステムサ

ービス、株式会社クリス、東邦信用保証株式会社、クリスタル・リアルティ有限会社を営業者とする匿名組合及び六本木

スカイタワーコーポレーションを営業者とする匿名組合であります。 

非連結の子会社及び子法人等は、総資産、売上高、当期損益及び利益剰余金の観点からみて、いずれもそれぞれ小

規模であり、当企業集団の財政状態と経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結

の範囲から除いております。 

 

2. 持分法の適用に関する事項 

 非連結の子会社及び子法人等については、それぞれ連結損益及び利益剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないので、持分法を適用しておりません。 

 

3. 連結される子会社及び子法人等の当中間連結会計期間の末日等に関する事項 

連結子会社及び子法人等のうち、ロックウッド・ベンチャー・ワン・エルエルシー（日本支店）を営業者とする匿名組合

及びプルデンシャル・モーゲージ・アセット・ホールディングス・ワン・ジャパン投資事業有限責任組合の決算日は１２月３

１日であり、当中間連結会計期間の末日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用して連結しております。ファイ

ナンシャル・アシュアランス・ジャパン株式会社の中間決算日は８月３１日であり、同日現在の財務諸表を使用し、中間

連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 

4. のれんの償却に関する事項 

  プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社の取得により発生したのれんは定額法により５９か

月間、AIG エジソン生命保険株式会社、エイアイジー・スター生命保険株式会社及びロックウッド・ベンチャー・ワン・エル

エルシー（日本支店）を営業者とする匿名組合の取得により発生したのれんは定額法により２０年間、ファイナンシャル・

アシュアランス・ジャパン株式会社の取得により発生したのれんは定額法により５年間でそれぞれ償却しております。 
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((((中間連結貸借対照表関係中間連結貸借対照表関係中間連結貸借対照表関係中間連結貸借対照表関係))))    

平成２３年度中間連結会計期間末 

 

1. 会計方針に関する事項 

 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券（買入金銭債権のうち有価証券に準じるものも含む）の評価は、売買目的有価証券については時価法（売

却原価の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、「保険業に

おける「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員

会報告第２１号）に基づく責任準備金対応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式（保険

業法第２条第１２項に規定する子会社及び保険業法施行令第１３条の５の２第３項に規定する子法人等のうち子会社

を除いたものが発行する株式をいう）については原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては９月末日

の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時価を把握することが極めて困難と認められるもの

については取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む）については移動平均法による償却原価

法（定額法）、それ以外の有価証券については移動平均法による原価法によっております。なお、その他有価証券の

評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

 

(2) デリバティブ取引の評価基準 

デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

 

 

(3) 土地の再評価に関する法律第３条第３項に規定する再評価の方法 

平成１７年２月１日に合併した旧あおば生命保険株式会社においては、「土地の再評価に関する法律」（平成１０

年３月３１日公布 法律第３４号）に基づき事業用土地の再評価を行い、再評価差額金を純資産の部に計上しており

ます。 

再評価を行った年月日：平成１４年３月３１日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法： 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成１０年３月３１日公布政

令第１１９号）第２条第１号に定める地価公示法の規定により公示された価格等に奥行補正等の合理的な調整を行

って算定しております。 

 

 

(4) 有形固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

・建物 

①平成１０年３月３１日以前に取得したもの 

旧定率法によっております。 

②平成１０年４月１日から平成１９年３月３１日までに取得したもの 

旧定額法によっております。 

③平成１９年４月１日以降に取得したもの 

定額法によっております。 

 

・建物以外  

①平成１９年３月３１日以前に取得したもの 

旧定率法によっております。 

②平成１９年４月１日以降に取得したもの 

定率法によっております。 

 

 

(5) 無形固定資産の減価償却の方法 

ソフトウェアについては、利用可能期間に基づく定額法により行っております。 

 

 

(6) 外貨建資産等の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、９月末日の為替相場により円換算しております。 
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平成２３年度中間連結会計期間末 

 

 

(7) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

貸倒引当金は、資産の自己査定基準および償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に対する債権

及び実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対する債権については、下記直接減額

後の債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。 

又、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸

念先」という）に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控

除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における倒産確率に債権額を乗じた額及び過去の一定期間にお

ける貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監

査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証等に

よる回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額表示しており、その金

額は７５６百万円であります。  

 

② 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の

設定に関する意見書」平成１０年６月１６日企業会計審議会）に基づき、当中間連結会計期末において発生したと認

められる額を計上しております。 

 

 

③ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、役員等に対する退職慰労金の支払いに備えるため、支給見込額のうち当中間連結会計

期末において発生したと認められる額を計上しております。 

 

 

④ 価格変動準備金 

価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定に準じて算出した額を計上しております。 

 

 

(8) リース取引の処理方法 

リース取引開始日が平成２０年３月３１日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

 

(9) ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（平成２０年３月１０日企業会計基準委員会）に従い、外貨建債

券に対する為替変動リスク又は金利変動リスクのヘッジとして時価ヘッジ及び外貨建債券のキャッシュ・フローのヘッ

ジとして繰延ヘッジ及び為替の振当処理を行なっております。 

なお、ヘッジの有効性の判定には、主に、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較する比率分析によっておりま

す。 

 

 

(10) 消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産にかかる控除対象外消費税等のう

ち、税法に定める繰延消費税等については、その他資産に計上し５年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものに

ついては当中間連結会計期間に費用処理しております。 
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(11) 責任準備金の積立方法 

責任準備金は、保険業法第１１６条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については、次の金額を積み立

てております。 

（プルデンシャル生命保険株式会社） 

① 標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８号） 

② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

（ジブラルタ生命保険株式会社） 

① 標準責任準備金の対象契約（ただし平成１３年４月２日以前に締結された有配当個人保険及び個人年金保

険契約を除く） 

   保険業法施行規則第６９条第４項第４号の規定に基づいて５年チルメル式及び全期チルメル式により計算

した金額に会社が必要と認めた金額３９，２２３百万円を加え、内閣総理大臣が定める方式（平成８年大蔵省

告示第４８号）による金額と同額を積み立てております。  

② 上記①以外の契約 

 保険業法施行規則第６９条第４項第４号の規定に基づいて５年チルメル式及び全期チルメル式により計算

した金額に会社が必要と認めた金額１４，４０７百万円を加え、平準純保険料式による金額と同額を積み立て

ているほか、４８，０００百万円を積み立てております。 

（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社） 

保険業法施行規則第６９条第４項第４号の規定に基づいて５年チルメル式及び全期チルメル式により計算して

おります。 

（AIG エジソン生命保険株式会社） 

① 標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８号） 

② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

（エイアイジー・スター生命保険株式会社） 

① 平成１９年４月２日以降の新契約 

   a. 標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８号） 

   b. 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

② その他の契約 

 保険業法施行規則第６９条第４項第４号の規定に基づいて全期チルメル式（平成１３年４月１９日以降の新

契約については、５年チルメル式）により計算した額に、同社が必要と認めた額を加え、次の方式により計算

した金額と同額を積み立てております。 

   a. 標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８号） 

 b. 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

 

2. 会計上の変更、過去の誤謬の訂正 

(1) 当中間連結会計期間より、保険業法施行規則の改正に伴い、連結損益計算書において、従来、特別利益に表

示していた貸倒引当金戻入額を、資産運用収益に含めて表示しております。 

（2) 当中間連結会計期間より、「金融商品会計に関する実務指針」（会計制度委員会報告第１４号）の改正に伴い、

連結損益計算書において、従来、特別利益に表示していた貸付金回収益を、その他経常収益に含めて表示し

ております。 

(3) 当期に予定されているジブラルタ生命保険株式会社とその子会社との合併に伴い、重要な不動産信託受益権

を有する子会社に合わせ、不動産信託受益権を不動産に準じて処理をすることとしました。 

これに伴い、従来買入金銭債権に含めて表示していた不動産信託受益権を有形固定資産及び無形固定資

産に含めて表示する方法に変更しております。これにより、従来の表示方法と比較して、買入金銭債権が８５，

０３９百万円減少し、有形固定資産が８３，４９８百万円、無形固定資産が１，５４０百万円増加しております。 
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3. 金融商品の時価等に関する事項 

主な金融資産及び金融負債にかかる連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりでありま

す。 

（単位：百万円） 

  連結貸借対照表計上額 時価 差額 

現金及び預貯金   

２１５，５９５ 

 

２１５，５９５ 

 

- 

コールローン   

８６，０００ 

 

８６，０００ 

 

- 

買入金銭債権     

 満期保有目的の債券 ９４，２８８ ９９，１５１ ４，８６３ 

 その他有価証券 ３８，５０５ ３８，５０５ - 

有価証券     

 売買目的有価証券 １５１，８９４ １５１，８９４ - 

 満期保有目的の債券 ４２２，０６０ ４２７，１２０ ５，０６０ 

 責任準備金対応債券 ６，４５２，６８９ ６，９０３，７８５ ４５１，０９５ 

 その他有価証券 １，９９０，２１１ １，９９０，２１１ - 

貸付金     

 保険約款貸付 ２１６，４５６ ２１６，４５６ - 

 一般貸付 ３４１，４４８ ３７８，１４９ ３６，７０１ 

 貸倒引当金 △１，０３６ - - 

  ５５６，８６７ ５９４，６０５ ３７，７３７ 

金融派生商品     

 ヘッジ会計が適用さ

れていないもの 

１３，０６４ １３，０６４ - 

 ヘッジ会計が適用さ

れているもの 

９１，４９１ ９１，４９１ - 

（借入金）     

  （２７２，０９２） （２７９，８５６） （７，７６４） 

・ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、（ ）

で示しております。 

・ 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

 

① 現預金及びコールローンは全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。 

② 有価証券(買入金銭債権のうち「金融商品に関する会計基準」に基づく有価証券として取扱うものを含む) 

・ 市場価格のある有価証券 

９月末日の市場価格等によっております。 

・ 市場価格のない有価証券 

合理的に算定された価額による評価を行なっております。 

 

なお、非上場株式、組合出資金等のうち組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められ

るもので構成されているものについては、有価証券に含めておりません。 

当該非上場株式の当中間連結会計期末における連結貸借対照表価額は、５９，６２３百万円、組合出資金等の当

中間連結会計期間末における連結貸借対照表価額は４０，４００百万円であります。 

③ 貸付金 

保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、返済見込

み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としておりま

す。 

一般貸付金のうち、法人向け貸付については契約に基づくキャッシュ・フローを割引いて現在価値を計算して時価

としております。また、外部ブローカー等より時価が取得できる契約については、その時価を使用しております。貸

倒懸念債権については資産査定において、担保及び保証による回収見込み額等に基づいて個別貸倒引当金の計

算が行われており、債権額から個別貸倒引当金を差し引いた金額を時価としております。 

個人向けの住宅ローン等については保証会社別の区分に基づき繰上返済率を織り込んだ将来見積もりキャッシ

ュ・フローを割引いて、現在価値を計算して時価としております。 

割引率はスワップレートや国債利回り等、適切な指標に信用スプレッド等を上乗せして設定しております。 
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④ 金融派生商品 

為替予約取引、通貨スワップ取引、通貨オプション、金利スワップ取引及びクレジット・デフォルト・スワップ取引の

時価については、取引先金融機関から提示された価格によっております。 

 

⑤ 借入金 

借入金は契約に基づくキャッシュ・フローをスワップレートの利回りに信用スプレッド等を上乗せした割引率で割引

いて現在価値を計算して時価としております。 

 

4. 賃貸等不動産の時価に関する事項 

前連結会計年度末に比して著しい変動がないため、賃貸等不動産の時価に関する事項の記載を省略しております。 

 

5. 貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権及び貸付条件緩和債権の額は８，０９８百万円であります。なお、それぞれの内訳

は以下のとおりであります。 

貸付金のうち、破綻先債権額は４８７百万円、延滞債権額は６，４４９百万円であります。 

上記取立不能見込額の直接減額は、延滞債権額７５６百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行なった部分を除く。

以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイ

からホまでに掲げる事由または同項第４号に規定する事由が生じている貸付金であります。 

又、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権および債務者の経営再建又は支援を図ることを目

的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。 

貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は、１，１６２百万円であります。 

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行ったもので、破綻先債権、延滞債権及び３カ

月以上延滞債権に該当しない貸付金であります。 

 

6. 保険業法第１１８条に規定する特別勘定資産の額は１５８，７２０百万円であります。なお、負債の額も同額であります。 

 

7. 契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

8. 関係会社（連結される子会社及び子法人等を除く）の株式は２７百万円、出資金は１０，９１１百万円であります。 

 

9. 担保に供されている資産の額は、有価証券３４，０６９百万円であります。 

又、担保付き債務の額は３８，８５１百万円であります。 

 

10. １株当たり純資産額は、２８９，０６４，５９４円６５銭であります。 

 

11. 保険業法第２５９条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当中間連結会計期末における今後の負担見積額

は２７，３９７百万円であります。なお、当該負担金は拠出した連結会計年度の事業費として処理します。 

 

12. 重要な後発事象 

共通支配下の取引等 

 当社の連結子会社であるジブラルタ生命保険株式会社（以下、「ジブラルタ生命」）、AIG エジソン生命保険株式会社（以

下、「エジソン生命」）、エイアイジー・スター生命保険株式会社（以下、「スター生命」）の３社は、平成２３年１０月１１日、各社

の取締役会決議を経て、合併契約を締結いたしました。 

 

（1） 合併の目的 

 ジブラルタ生命、エジソン生命そしてスター生命はともに、営業社員チャネルを販売のコアチャネルとし、さらに銀行代理

店チャネル、一般代理店チャネルを有するマルチ・チャネル会社であり、共通する部分が多々あります。この共通点を活か

しつつ、スケールメリット及びシナジー効果を最大限に発揮し、より強い組織とするために３社を合併することとしました。 

イ.当連結会計年度期首残高 ５０，４８０ 百万円 

ロ.当中間連結会計期間契約者配当金支払額 １２，７２７ 百万円 

ハ.利息による増加等 ６４ 百万円 

ニ.契約者配当準備金繰入額 ５，０９２ 百万円 

ホ.その他による減少 ２ 百万円 

へ.当中間連結会計期間末現在高 ４２，９０７ 百万円 
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（2） 合併する会社の概要 

  （イ） 結合企業（吸収合併存続会社） 

商  号：   ジブラルタ生命保険株式会社 

所 在 地：  東京都千代田区永田町二丁目１３番１０号 

事業内容：  生命保険業 

 

  （ロ） 被結合企業（吸収合併消滅会社） 

商  号：   AIG エジソン生命保険株式会社 

所 在 地：  東京都墨田区太平４－１－３  

事業内容：  生命保険業 

 

商  号：   エイアイジー・スター生命保険株式会社 

所 在 地：  東京都墨田区太平４－１－３  

事業内容：  生命保険業   

 

（3） 合併の方法、合併後の会社の概要 

平成２４年１月１日に、ジブラルタ生命はエジソン生命及びスター生命の権利義務全部を承継して存続し、エジソン

生命及びスター生命は解散することを予定しております。 

 合併後新会社に関する概要は、以下の通りです。 

 

 合併期日（予定）：  平成２４年１月１日 

 存続会社：       ジブラルタ生命保険株式会社 

 商号：           ジブラルタ生命保険株式会社 

 本社所在地：     〒１００－８９５３ 東京都千代田区永田町二丁目１３番１０号 

 資本金：        ７５５億円 

 

（4） 株式の割り当て交付の内容 

 ジブラルタ生命は、本合併に際して、本合併効力発生日前日の最終のエジソン生命及びスター生命の株式に係る株

主名簿に記載又は記録された株主のうち、ジブラルタ生命、エジソン生命及びスター生命を除くエジソン生命及びスター

生命の各株主に対して、以下のとおり、ジブラルタ生命の株式を割当て交付します。なお、ジブラルタ生命はスター生命

の発行済普通株式の全てを保有しているため、本合併に際して、スター生命の普通株式を有する株主に対する株式等

の交付は行いません。 

     ① エジソン生命の普通株式を所有する株主に対して、普通株式９，９１４株につき、 

      ジブラルタ生命の普通株式 ８０，９７７株を割当て交付します。 

② エジソン生命の優先株式Ｂを所有する株主に対して、優先株式Ｂ １株につき、 

ジブラルタ生命の優先株式Ｂ ５株を割当て交付します。 

③ エジソン生命の優先株式Ｃ、Ｅ、Ｇ及びＨを所有する各株主に対して、各優先株式 １株につき、 

それぞれジブラルタ生命の優先株式Ｃ、Ｅ、Ｇ及びＨ １株を割当て交付します。 

④ スター生命のＡ種優先株式を所有する各株主に対して、Ａ種優先株式 １株につき、 

ジブラルタ生命の優先株式Ａ １株を割当て交付します。 

 

（5） 会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第２１号 平成２０年１２月２６日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第１０号 平成２０年１２月２６日）に基づき、共通支配下の取

引として会計処理を行う予定であります。 

 

13. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。 

  



プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン株式会社 

 

    

((((中間連結損益計算書関係中間連結損益計算書関係中間連結損益計算書関係中間連結損益計算書関係))))    

平成２３年度中間連結会計期間 

 

1. １株当たり中間純利益は１２，３２８，４１０円７２銭であります。  

 

2. その他特別損失の主なものは、貸付金売却損１，１５３百万円、希望退職制度に基づく特別退職金２，５９０百万円であり

ます。 

 

3. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。 

 

 

    


